
◎一般職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律 
（平成一八年一一月一七日法律第一〇一号）   

一、提案理由（平成一八年一〇月三一日・衆議院総務委員会） 

○菅国務大臣 一般職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律案及び特別職の

職員の給与に関する法律の一部を改正する法律案につきまして、その提案理由及び内容

の概要を御説明申し上げます。 

 まず、一般職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律案について御説明を申

し上げます。 

 本年八月八日、人事院勧告が提出されました。政府としては、その内容を検討した結

果、勧告どおり実施することとし、給与構造改革を引き続き推進するため、一般職の職

員の給与に関する法律について改正を行うものであります。 

 次に、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、俸給の特別調整額について、定率制から職務の級別等の定額制に移行するた

めの規定の整備をすることとしております。 

 第二に、扶養手当について、少子化対策に対応し、三人目以降の子等に係る支給月額

を引き上げることとしております。 

 第三に、広域異動を行った職員に対し、その異動距離の区分に応じた広域異動手当を

支給することとしております。 

 このほか、施行期日、経過措置等について規定することとしております。 

……………（略）…………… 

 以上が、法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願いいたします。 

二、衆議院総務委員長報告（平成一八年一一月二日） 

○佐藤勉君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、両案の要旨について申し上げます。 

 一般職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律案は、本年八月の人事院勧告

にかんがみ、俸給の特別調整額の定額化に伴う規定の整備、扶養手当の額の改定、広域

異動手当の新設等を行おうとするものであります。 

……………（略）…………… 

 両案は、去る十月三十日本委員会に付託され、翌三十一日菅総務大臣から提案理由の

説明を聴取し、本日質疑を行い、これを終局いたしました。次いで、採決いたしました

ところ、両案はいずれも全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、一般職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律案に対し附帯決議が付

されました。 

 以上、御報告申し上げます。 



○附帯決議（平成一八年一一月二日） 

 政府及び人事院は、次の事項について、十分配慮すべきである。 

一 人事院は、俸給の特別調整額の定額化について、民間の役職手当の動向などを十分

踏まえ、管理職員の職務・職責が的確に反映されたものとなるよう努めること。 

二 政府は、育児のための短時間勤務制度及び自己啓発等の休業制度について、人事院

の意見を踏まえ、検討を行い、関係法案の早期提出に努めること。 

三 公務員制度改革を検討するにあたっては、労働基本権の在り方も含め、職員団体等

の意見を十分聴取し、理解を得るよう最大限努力すること。 

三、参議院総務委員長報告（平成一八年一一月一〇日） 

○山内俊夫君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、総務委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、一般職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律案は、本年八月八日の

人事院の給与改定に関する勧告にかんがみ、一般職の国家公務員の俸給の特別調整額及

び扶養手当の額の改定並びに広域異動手当の新設等を行おうとするものであります。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、官民給与比較方法の見直しと

人事院勧告の在り方、公務員給与の決定過程における労使協議の必要性、新たな人事評

価制度試行の状況と評価の公正・公平性の確保、国家公務員における女性の採用及び登

用の拡大等について質疑が行われました。 

 質疑を終局し、順次採決の結果、両法律案はいずれも全会一致をもって原案どおり可

決すべきものと決定をいたしました。 

 なお、一般職職員給与法改正案に対し、五項目から成る附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年一一月九日） 

 政府及び人事院は、本法施行に当たり、次の事項に配慮すべきである。 

一、人事院は、中立・公正な第三者機関として、官民給与の精確な比較等により公務員

給与の適正な水準の維持・確保に努めること。 

二、人事院は、俸給の特別調整額の定額化について、民間企業における役付手当の実態

などを踏まえ、管理職員の職務・職責が的確に反映されたものとなるよう努めること。 

三、行政の多様化、複雑・高度化に対応するため、専門スタッフ職俸給表の新設につい

ては、各府省における複線型人事管理の取組状況等を踏まえ、具体化を図るよう努める

こと。 

四、政府は、育児のための短時間勤務制度及び自己啓発等の休業制度について、人事院

の意見の申出に基づき、関係法案を速やかに提出するよう努めること。 

五、公務員制度改革を検討するに当たっては、労働基本権の在り方も含め、職員団体等

の意見を十分聴取し、理解を得るよう最大限努力すること。 



  右決議する。 


